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今日、産学連携強化が叫ばれている。これは、大
学等の研究成果を基にして、産学・産官共同研究を推
進し、独創的な新技術やベンチャー起業の創出を図る
もので、現在大学の教官や学生による大学発ベンチャ
ー起業の創出がみられる。数値で見る限りその効果は
出ているようである。名古屋工業大学でも現在計9件
のベンチャー企業が生まれ活動している。一方、近年
内外でも多くの学会は会員減と収入減に悩まされ、
色々手を講ずるも歯止めがかからない。特に若手の入
会減と賛助会員の退会が目立つ。原因は学会の数が多
すぎることもあるが、端的に言えば、学会がマンネリ
化して魅力がうすれているからである。学会をシステ
ムとして捉え、会員増を含めた多角的なマネジメント
戦略と戦術を考えなければならない時期にきていると
いえよう。
戦術の一つとして、学会主催の全国大会に産3学連

携手法の導入を試みた。大会は会員が日ごろの研究や
技術開発の成果を発表し、議論し、友好を深める場で
ある。企業人、大学人だけでなく学生も集い、相互に
有益でかつ波及効果を生む自利利他的大会運営ができ
ないであろうか。これにより会員・賛助会員増につな
がれば大成功である。なお、産3学とは、産＝産業、
学＝学会、学＝大学、学＝学生である。
今年8月28、29日の2日間、名古屋工業大学で電気
設備学会全国大会が開催された。例年参加者延べ数が
700人程度の中規模の大会である。中部支部設立10周
年記念大会と位置づけ、1年前から大会の準備に入る
段階で、特徴ある大会運営をしたいと願い、産3学連
携形の大会とすることを学会並びに本学ベンチャービ
ジネスラボラトリにお願いし、了解していただいた。
今回の全国大会を切り口として実施した産3学連携の
展開とその結果・効用の例を2つ紹介しよう。

：一般に、大会では学生アルバイトを採用
するが、業務は会場の整理や時計係など単純業務が主
である。学生達は前日または当日に集まって担当係か
ら指示をうけて、その手順に従って業務をこなし、終
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われば帰る。これでは、研究発表した学生は別として
も、大会に参加したという印象は残らない。学生を大
会の企画段階から積極的に参加させるために思いつい
たのが、イベントの企画・運営を目的とする学生ベン
チャー企業の設立であった。この種の学生ベンチャー
起業は例がなく、また、学会と学生ベンチャー企業と
が連携して大会を企画運営することはわが国ではじめ
ての試みである。
目星を付けた学生を中部経済連合会ベンチャービジ
ネス支援センター長に引き合わせ、同氏から新事業創
出促進法の活用など、会社設立のノウハウを授けてい
ただいた。お陰で平成15年7月1日に社長と従業員あ
わせて5名、資本金10万円の有限会社が生まれた（第
1図の資本金1円は誤り）。5名は本学大学院システム
マネジメント工学専攻2名と社会開発工学専攻3名の
修士課程の学生である。この際資本金やその他申請費
など必要な資金は全て彼らが自前で確保するようにあ
えて仕向けた。申請から承認に至るまでに法務局、区
役所、公証人役場、中部経済産業局、銀行、税務署な
どへ何度も足を運んだ、と学生社長談。定款の書き方
はインターネットで調べたとか。ともかくも学生社長
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願いした。また、
ポスターセッショ
ンでは、ビジネス
につながる製品紹
介に力点を置くよ
うにした。
手前味噌になる
が、厳しい経済状
況の中での大会に
しては、論文発表件数、参加者数、懇親会参加者数な
どは予定を上回る結果となった。若手技術者の発表の
件数や比率が例年より多かったのはうれしい。また、
大会運営には第1回国際ワークショップの開催やシン
ポジウムに話題性のあるテーマも追い風となった。
学術中心の大会運営に風穴を開ける意味で試みた産
3学連携形大会は少なからず効果があったと自負して
いる。問題点を挙げれば、学生ベンチャー企業の継続
性である。学会の性格や方針にもよるが、大会のスタ
ンスをいわゆる開かれた大会としてとれば、広い連携
が可能となり、さまざまなジャンルの人々が一同に集
うプラザとなりうる。例えば、高校や中学の教育プロ
グラムとか、地域の町おこしや地方公共団体のテクノ
プラザとか、連携を組む相手は無数にあろう。技術者
の卵や地域・文化を巻き込んだ連携は、工学者にとっ
ては感性や素養を磨くよい機会であり、同時になじみ
のない人々に科学技術を身近なものとして理解しても
らう良い機会でもあり、わかりやすい言葉で伝えなけ
ればならないことを知る厳しい機会でもある。これが
自利利他である。連携形とするには課題は多いが、経
費も含め、相互に一石二鳥、一石三鳥以上の効果が期
待できるのではないか。
最後に、産3学連携形の本大会にご協力ご支援いた
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の有限会社NIT企画がスタートした。
とにかく学会でも初めてのことなので、担当事務局
も勝手が分からず、連携には手探りの中走りながら考
えたとのこと。彼らの仕事は会社設立1年前から始ま
り、その先駆けは大会ポスターの学内公募であった。
学生参加と謳うには、大会ポスターのデザイナーも学
生でありたい。ポスターには3人が応募した。大会実
行委員会で応募者にデザインコンセプトのプレゼンテ
ーションを求め、にぎやかで楽しい質疑応答と審査を
行った。また、大会のホームページ作成も彼らの担当
である。大会が近づくと、社長をトップとして4社員
が、会場設営担当、懇親会担当、学生アルバイト担
当、そして特に担当を決めないで臨機応変に機能する
遊軍担当をそれぞれ割り当て、有機的に機能する組織
を作った。会場設営では、通路表示、たて看板、会場
整備、機材の確保など、懇親会では、会場レイアウ
ト、料理メニュー、司会者手配など、当日運営では、
昼食弁当、アルバイト学生確保と作業手配など。全て
のアルバイト要員に分刻みのスケジュール表を渡し、
途惑わない配慮をしたとか。また、社長を始め数人ア
ルバイト学生は並行して研究発表も行っている。
事務局や世話教官は学生に責任を持たせ、自発的に
提案し、判断し、行動するように仕向けた。持ち場や
任務の説明は社長や社員が担当に分かれて行い、学生
アルバイターは会社の一員であるかのごとく真剣に聞
き入っていたのが印象的であった。大会実行委員もこ
のようなテキパキと動くアルバイト学生達に交じって
暑い中一所懸命協力する姿はほほえましかった。経費
節減のため学生の手作りも多かったが、素朴で心のこ
もった作品に好感が持てた。教室では学べない生きた
教材を学び、気配り目配りの大切さを体験した彼らの
将来に期待したい。

：最近企業主体のテクノプラザや技術フ
ェア等では、製品の紹介だけでなく、並行して講演会
や研究発表も行うケースが増えているように、学術的
要素を取り入れつつある。それゆえ、学会主催の大会
にも研究発表だけでなく、産や学の宣伝やビジネスに
つながるプログラムを加えることは学会の活性化に有
効ではないだろうか。
企業会員の比率が多い当学会の性格から、多くの若
手技術者が研究発表や懇親会などに積極的に参加する
雰囲気づくりが大切であるので、大会の企画や運営は
企業人を中心とし、彼らの意見を反映することとし
た。また、一般講演では、新製品、新工法、新材料、
商品改良など実用新技術の研究紹介を多くし、個々の
発表の中では一般性につながる視点を加味するようお
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